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2017年（H29）4月発行 

発行 七戸町農業委員会 

所在 七戸町字森ノ 131-4 

電話  68-2967(直通) 

発行部数 5,500部 

県内から９４０名の参加のもと、青森市のリンクステーション青森

において「新たな農業委員会組織の活動強化に向けて」昨年４月に

施行された「農業委員会等に関する法律」の改正は、農業委員会制

度を抜本的に見直すという制度発足以来の大改革となった。農業委

員会の新たな業務として「農地利用の最適化」が加わるとともに、

農業委員に加え、農地利用最適化推進委員を設置し、農地制度の適

正執行により担い手への農地集積の推進、遊休農地の発生防止・解

消を図るとともに、認定農業者等担い手の確保・育成が最大の任務・

課題となった。このため、県内農業委員会の委員が一堂に会し、新

たな制度のもとで農業委員と農地利用最適化推進委員の役割等につ

いて研修した。 
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◆家族経営協定とは？ 
家族経営協定とは、家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやり甲斐を持って経営に参画できる魅力的な農 

業経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合い 

に基づき、取り決めるものです。 
 

 

◆家族経営協定を締結する目的は？ 

家族農業経営は、家族だからこその良い点がたくさんがありますが、経営と生活の境目が明確でなく、各世帯員の役割

や労働時間、労働報酬などの就業条件が曖昧になりやすく、そこから様々な不満やストレスが生まれがちです。 

農業経営を経営主だけでなく、配偶者や後継者にとっても、魅力的でやり甲斐のあるものにするためには、家族みんな

が主体的に経営に参画でき、意欲と能力を存分に発揮できる環境を整備することが重要です。 

家族経営協定の締結をきっかけとして、目指すべき農業経営の姿や、家族みんなが意欲的に働くことが出来る環境整備

について、家族間で十分に話し合うことが、農業経営の改善につながります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族経営協定を締結し、経営主とともに経営

に参画している配偶者や後継者に対しては認定

農業者制度、農業者年金などの制度において次

のようなメリットがあります。 

認定農業者制度 
共同経営を行っている場合、家族経営協定の

締結を要件に、夫婦等による共同申請を認めて

いますので、女性農業者や農業後継者もパート

ナ-とともに認定農業者となることができます。 

農業者年金保険料 
農業者年金の被保険者である認定農業者等

の担い手と家族経営協定者を締結し、経営に参

画している配偶者・後継者は所定の要件を満た

せば、保険料に対して一定割合の国庫補助を受

けることができます。 

 

 

家族一人ひとりが尊

重される家族関係を

作っていくため 

 

農業経営者が家族の

話し合いと男女共同

参画によって充実・

成長していくため 

 

次の世代にスムー

ズに引き継いでい

くため 
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－特定貸付の概要－ 
贈与税の納税猶予の期間が一定年数以

上ある受贈者が、納税猶予の適用を受け

る農地を農地中間管理事業により特定貸

付の場合に特定貸付を行った旨の届出書

を行った日から二ヵ月以内に税務署に提

出することで納税猶予が継続されます。

不動産取得税の徴収猶予を受けている場

合は、県税事務所へ同様の手続きが必要

となります。 

 －特定貸付を行う要件－ 

 

農地中間管理事業による貸付の場合

は貸付までの期間にかかわらず特定

貸付ができます！ 
 

特定貸付農地に耕作放棄や貸借契約

の解除があった場合は、所定の手続

きを行わなければ納税猶予の適用が

打ち切られます。なお、その際の手続

き及び必要な届出書類については農

業委員会事務局までご相談ください。 
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農家の情報誌「全国農業新聞」を購読しませんか 

 

☆ 毎週金曜日発行 B3版 8～10頁 

☆ 購読料：月 700円、年間 8,400円 [送料込] 

 

◆購読するには・・・ 

全国農業新聞は、お近くの農業委員か農業委員会

事務局までお申し込みください。 

また、お支払いは、口座引落が便利です。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地等の利用の最適化に向けた農業委員会活動の強化をテーマに、去る８月３１日に秋田 

県秋田市で開催され、七戸町農業委員会から委員１０名と事務局職員２名が参加しました。 

当日は約１８００名が参加し「農地の利用の最適化に向けた農業委員会組織の役割」につい 

て聴講し、続いて事例発表を通し変化する農業委員会の役割について再認識しました。 

 

 

 

 

～みえる化運動～ 
 
 

農業委員会では、次に関する事項が閲覧できます 
 

〇農業委員会活動整理カード 

 

〇農業委員会の点検・評価目標及びその達成に

向けた活動計画 

 

〇農業委員会総会会議録 

編集委員長 

氣 田  勉 

編集副委員長 

上原子 由起子 

編集委員 

寺 澤 良 子 

天 間 俊 一 

髙 田 武 志 


